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第2章 第一種事業の目的及び内容 

 第一種事業の目的 

地球温暖化は確実に進行しており、現在の温室効果ガスの排出ペースであれば、産業革命以降 2

度以上の平均気温の上昇をもたらす可能性の高い累積排出量に 30 年以内で達することになると言

われており、パリ協定の目指す世界全体の実質排出ゼロ（脱炭素社会）を少しでも早く実現し、我々

の生活や産業への気候変動による致命的な打撃を回避する必要がある。そのため、我が国は 2030 年

度までに温室効果ガスの排出量を 2013 年度の水準から 26％削減する中期目標を掲げ、さらに、長

期目標として 2050 年までに 80％の削減を目指している。この脱炭素社会を実現するためには、化

石燃料の輸入ではなく、二酸化炭素を排出せず、どの地域にも存在する再生可能エネルギーを主力

エネルギー源とする必要がある。 

また、国連で採択された「持続可能な開発目標」（SDGs）では、目指すべき 17のゴールの一つに、

「気候変動への具体的な対策」とともに、「誰の手にもクリーンなエネルギー」が掲げられており、

「誰一人取り残さない」未来の実現のためにも、再生エネルギーの活用は欠かすことができない。 

再生可能エネルギーの活用にあたっては、環境省でも大規模な供給ポテンシャルを有する風力発

電について、2030 年のエネルギーミックスを中期目標とし、2030 年以降もさらに拡大できることを

目指している。特に洋上風力発電は大きなポテンシャルを有しており、比較的浅い海域向けの着床

式からより深い海域向けの浮体式まである。着床式の洋上風力発電はすでに事業化されつつあり、

平成 28 年改正港湾法により港湾区域での公募占有制度が整備され、導入がますます進むことが期待

されている。また、港湾区域等を除く一般海域についても、長期にわたる海域の占用を実現するた

めの利用ルールを整備するために、海洋再生可能エネルギー発電整備に係る海域の利用の促進に関

する法律が平成 31年に施行されている。 

以上を踏まえ、秋田県では第 2 期秋田県新エネルギー産業戦略において、我が国が目指すエネル

ギーミックスの実現に貢献するとともに、再生可能エネルギーの導入拡大を県内における関連産業

の進行及び雇用創出につなげるための取組を一層強化することとしている。この中では、風力発電

の大きなポテンシャルを有している沿岸部等において、送電網整備に対する支援や港湾における導

入手順マニュアルの策定等、導入に向けた対応を進めている。さらに、由利本荘市における環境施

策においても、風力発電等による再生可能エネルギーの創出量の増加を目指している。 

本事業は、我が国や事業を計画する地域における再生エネルギーの活用に向けた取り組みを踏ま

え、事業者がこれまでに培った風力発電に関する経験と知識に基づいて実施することを目的とする。 
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 第一種事業の内容 

2.2.1 第一種事業の名称 

（仮称）由利本荘洋上風力発電事業 

 

2.2.2 第一種事業により設置される発電所の原動力の種類 

風力（洋上） 

 

2.2.3 第一種事業により設置される発電所の出力 

風力発電所出力    ：最大 780,000kW（出力調整） 

風力発電機の単機出力：9,500kW 級～12,000kW 級 

風力発電機の基数  ：65 基～83 基 

 

2.2.4 第一種事業の実施が想定される区域及びその面積 

1. 事業実施想定区域の概要 

(1)事業実施想定区域の位置 

秋田県由利本荘市の沿岸域及び沖合 

（図 2.2-1 参照） 

 

(2)事業実施想定区域の面積 

約 13,000ha 

※このうち、風力発電機の設置対象外（図 2.2-1 の斜線）となる範囲は約 3,000ha 
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図 2.2-1(1) 事業の実施が想定される区域（広域）  
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図 2.2-1(2) 事業の実施が想定される区域（衛星写真）  
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図 2.2-1(3) 事業の実施が想定される区域  
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2. 事業実施想定区域の設定の背景及び今後の方針 

由利本荘市の沿岸域及び沖合を事業実施想定区域に設定した。設定に当たっては、好風況が見

込まれること、地元の漁業協同組合等との協議を開始している背景を考慮した。海底ケーブルの

敷設及び陸揚げ点となる可能性のある範囲が存在することを考慮し、風力発電機の設置対象外と

する範囲についても、事業実施想定区域に含めることとした。 

設定した事業実施想定区域の区域内又は周囲には法令等の制約を受ける場所が存在することか

ら、以降の手続きにおいて関係機関と事業の実施に関する協議を実施する。また、環境保全上留意

が必要な範囲については、現地調査結果を踏まえて環境保全の観点からの配置の検討を行う。 

 

(1)風況 

事業実施想定区域の周囲の風況は、「洋上風況マップ（全国版）」（NEDO：国立研究開発法人新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構）に基づき、高度 80ｍ（平均海面からの高さ）の状況は図 2.2-2

のとおりである。 

 

(2)地元との調整状況 

漁業権の設定範囲は図 2.2-3 のとおりである。事業実施想定区域内には共同漁業権及び区画漁

業権の設定範囲が存在する。 

現時点で、関係するすべての自治体並びに事業実施想定区域内の漁業協同組合（秋田県漁業協

同組合）と協議を開始しており、環境影響評価の手続きの開始及び事業計画に関する説明を実施

した段階である。 

 

(3)法令等の制約を受ける場所及び今後の方針 

事業実施想定区域の周囲における、法令等の制約を受ける場所は図 2.2-4 のとおりである。 

・「自然公園法」（昭和 32年法律第 161 号）及び「秋田県立自然公園条例」（昭和 33 年秋田県条

例第 38 号）に基づく自然公園は事業実施区域の周囲及び区域内に分布しない。 

・「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」（平成 14 年法律第 88 号）に基づく

鳥獣保護区は事業実施想定区域の周囲に存在するが、区域内に分布しない。鳥獣保護区の指

定状況は、表 2.2-1 のとおりである。 

・「港湾法」（昭和 25年法律第 218 号）に基づく港湾区域の範囲については事業実施想定区域か

ら除外することとした。 

・事業実施想定区域の周囲には、「海岸法」（昭和 31 年法律第 101 号）に基づく海岸保全区域が

分布することから、今後、事業の実施について海岸管理者との協議を実施する。 
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表 2.2-1 鳥獣保護区の指定状況 

名 称 区 分 面 積（ha） 
うち特別保護 

地区面積（ha） 
期 限 

新屋 県指定森林鳥獣生息地 2,404 － 令和 14 年 10 月 31 日 

高尾山 県指定森林鳥獣生息地 800 100 令和 2年 10 月 31 日 

椿台 県指定森林鳥獣生息地 337 － 令和 14 年 10 月 31 日 

高城 県指定身近な鳥獣生息地 361 － 令和 2年 10 月 31 日 

水林 県指定森林鳥獣生息地 813 － 令和 16 年 10 月 31 日 

谷地 県指定身近な鳥獣生息地 290 － 令和 18 年 10 月 31 日 

石脇 県指定森林鳥獣生息地 359 25 令和 19 年 10 月 31 日 

本荘浜 県指定森林鳥獣生息地 445 － 令和 19 年 10 月 31 日 

子吉川 県指定集団渡来地 83 － 令和 19 年 10 月 31 日 

石沢 県指定森林鳥獣生息地 1,331 － 令和元年 10 月 31 日 

親川 県指定身近な鳥獣生息地 234 － 令和元年 10 月 31 日 

道川 県指定森林鳥獣生息地 1295 － 令和 17 年 10 月 31 日 

小管野 県指定森林鳥獣生息地 850 103 令和 18 年 10 月 31 日 

中田代 県指定森林鳥獣生息地 680 － 令和 18 年 10 月 31 日 

岩谷 県指定身近な鳥獣生息地 310 － 令和 20 年 10 月 31 日 

浜館 県指定身近な鳥獣生息地 275 － 令和 2年 10 月 31 日 

西目 県指定森林鳥獣生息地 590 19 令和 18 年 10 月 31 日 

仁賀保金浦 県指定森林鳥獣生息地 1,659 － 令和 17 年 10 月 31 日 

注：「－」は出典に記載がないものを示す。 

〔「鳥獣保護区・特別保護地区指定状況」（秋田県 HP、閲覧：令和 2年 5月）より作成〕 

 

(4)環境保全上留意が必要な場所の確認及び今後の方針 

・事業実施想定区域の周囲における、環境保全上留意が必要な場所は図 2.2-5 のとおりである。

事業実施想定区域の周囲には学校、医療機関、福祉施設及び住宅等が分布することから、これ

らの施設の周囲 1km の範囲※については、風力発電機の設置対象範囲に設定しないこととした。

なお、風力発電機の設置位置については、以降の手続きにおいて検討する。 

・藻場は事業実施想定区域の周囲及び区域内に分布しない。 

 

上記(1)～(4)の設定背景等を踏まえて設定した事業実施想定区域を図 2.2-6 に示す。 

                                                        

※「発電所に係る環境影響評価の手引」（経済産業省、令和 2年）によると、環境影響を受けると認められる地域につ

いて、「対象事業実施区域及びその周囲 1キロメートルの範囲内の区域であること。」とあり、これを参考にした。 
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図 2.2-2 事業実施想定区域の周囲の風況  

「洋上風況マップ」（NEDO HP、閲覧：令和 2年 5月） 

より作成  

注：平均海面から 80ｍの高度における風速を示す。 

 



2.2-8 

(10) 

 

図 2.2-3 漁業権の設定範囲  

「海しる」（海上保安庁 HP、閲覧：令和 2年 5月） 

より作成 
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図 2.2-4(1) 法令等の制約を受ける場所（鳥獣保護区）  

秋田県鳥獣保護区等位置図(令和元年度版) 

（秋田県 HP 閲覧：令和 2年 5月） 

  より作成 
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図 2.2-4(2) 法令等の制約を受ける場所（海岸保全区域及び港湾区域）  

「秋田沿岸海岸保全基本計画」（秋田県平成 28 年） 

「国土数値情報（海岸線）（国土交通省国土政策局

国土情報課 HP 閲覧：令和 2年 5月） 

「海しる」（海上保安庁 HP、閲覧：令和 2年 5月）  

より作成 
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図 2.2-5(1) 環境保全上留意が必要な場所（学校、医療機関、福祉施設及び住宅等） 

「国土数値情報（学校データ）、（医療機関データ）、
（福祉施設データ）」（国土交通省国土政策局国土情報
課 HP、閲覧：令和 2 年 6 月） 
「秋田県内幼稚園一覧」、「秋田県内の小中学校一
覧」、「大学・学校」、「病院名簿（平成 31 年度）」「病
床機能報告（平成 30 年）」、「令和元年度社会福祉施
設・法人便覧」、「秋田県内保育所一覧」、「秋田県内認
定こども園一覧」、「認可外保育施設一覧（秋田市所管
分を除く）」（秋田県 HP、閲覧：令和 2 年 6 月） 
「認可外保育施設一覧」（秋田市 HP、閲覧：令和 2 年
6 月） 
「建築物の外周線」（基盤地図情報、閲覧：令和 2 年
6 月）                より作成 
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図 2.2-5(2) 環境保全上留意が必要な場所（藻場） 

「第 4回 自然環境保全基礎調査 海域生物環境

調査」（環境庁、平成 1～4年） 

「第 5回 自然環境保全基礎調査 海域生物環境

調査」（環境庁、平成 9～13 年） 

より作成 
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図 2.2-6 事業実施想定区域  
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3. 複数案の設定等について 

(1)複数案の設定について 

風力発電機を配置する可能性のある範囲を包括するよう、事業実施想定区域を広めに設定して

おり、以降の手続きの中で環境影響の回避・低減も考慮し、必要に応じて区域の絞込みを検討す

る。 

上記のとおり、以降の手続きにおいて事業実施区域を絞り込む予定であり、このような検討の

進め方は「計画段階配慮手続に係る技術ガイド」（環境省計画段階技術手法に関する検討会、平成

25 年）において、「位置・規模の複数案からの絞り込みの過程」であり、「区域を広めに設定する」

タイプの「位置・規模の複数案」の一種とみなすことができるとされている。 

また、現時点では発電所の出力を最大 780,000kW（9,500kW 級～12,000 級を 65 基～83基）とし

ており、形状に関しては普及率が高く発電効率が最も良いとされる 3 枚翼のプロペラ型風力発電

機を想定している。一方、本計画段階において詳細な風況や工事・輸送計画等については検討中で

あり、具体的な風力発電機の配置や構造については、現地調査等も踏まえて検討するため、「配置・

構造に関する複数案」の設定は現実的でないと考える。 

 

(2)ゼロオプションの設定について 

事業主体が民間事業者であること、風力発電事業の実施を前提としていることから、ゼロオプ

ションに関する検討は現実的でないと考えるため、本配慮書ではゼロオプションを設定しない。 
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2.2.5 第一種事業に係る電気工作物その他の設備に係る事項 

1. 発電機 

本計画段階で設置を想定する風力発電機の概要は表 2.2-2 のとおりである。 

また、風力発電機の概略図は図 2.2-7 のとおりである。 

風力発電機の基礎構造については、現時点では着床式のうち、モノパイル式で検討を進めてい

るが、今後の詳細設計次第では、重力式またはジャケット式の基礎構造についても採用候補とな

る可能性がある。 

 

 

表 2.2-2 風力発電機の概要 

項  目 諸  元 

定格出力 

（定格運転時の出力） 
9,500kW 級～12,000kW 級 

ブレード枚数 3 枚 

ローター直径 

（ブレードの回転直径） 
約 180m～220m 

ハブ高さ 

（ブレードの中心の高さ） 
平均海面より約 112m～140m 

最大高さ 

（ブレードの最高到達点） 
平均海面より約 202m～250m 

基礎構造 着床式 
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図 2.2-7(1) 風力発電機の概略図（着床式（モノパイル式）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2.2-7(2) 風力発電機の概略図（着床式（重力式、ジャケット式）） 
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2. 変電施設 

設置位置、構造等の詳細は現在検討中である。 

 

3. 送電線 

設置位置、構造等の詳細は現在検討中である。 

 

4. 系統連系地点 

現在検討中である。 

 

 

2.2.6 第一種事業により設置される発電所の設備の配置計画の概要 

1. 発電機の配置計画 

本事業の風力発電機の配置は現在検討中であるが、図 2.2-1 に示した事業実施想定区域内に設

置する計画である。 

風力発電機の基数については連系線の容量により決定されることとなるが、本計画段階では総

発電出力は最大 780,000kW を想定しており、この場合の基数は表 2.2-3 のとおり 65 基～83 基で

ある。 

 

表 2.2-3 風力発電機の出力及び基数 

項  目 諸  元 

単機出力 9,500kW 級～12,000kW 級 

基  数 65 基～83 基 

総発電出力 最大 780,000kW 
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2.2.7 第一種事業に係る工事の実施に係る期間及び工程計画の概要 

1. 工事計画の概要 

(1)工事内容 

風力発電事業における主な工事の内容を以下に示す。 

・基礎工事 

・風力発電機設置工事（風車輸送含む。） 

・電気工事：送電線工事（海底ケーブル敷設工事）、所内配電線工事、変電所工事、建屋・電気

工事、試験調整 

 

(2)工事期間の概要 

工事期間は以下を予定する。なお、営業運転開始は令和 11年度を予定している。 

建設工事期間 ：着工より 1～36 か月（令和 8年度～令和 10 年度を予定） 

営業運転開始 ：着工より 37か月目（令和 11年度を予定） 

※上記の期間のうち、海上の荒天が想定される冬季の建設工事は休工である。 

 

(3)工事工程の概要 

主要な工事工程の概要は表 2.2-4 のとおりである。 

 

表 2.2-4 主要な工事工程の概要 

項  目 期間及び工程 

1．基礎工事 着工より 1～24 か月（予定） 

2．風力発電機設置工事（風車輸送含む。） 着工より 12～36 か月（予定） 

3．電気工事 着工より 1～36 か月（予定） 

 

(4)輸送計画 

本計画段階では、風力発電機を海上輸送する計画で、拠点港としては秋田港の利用を想定して

いる。 
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2.2.8 その他の事項 

1. 事業実施想定区域周囲における他事業 

事業実施想定区域周囲における他事業は、表 2.2-5 及び図 2.2-8 のとおりである。稼働中の事

業が 18 件、環境影響評価書手続き完了の事業が 1件、環境影響評価手続き中の事業が 3件存在す

る。洋上新法に則って進める事業であるため、同エリアに複数の事業者が混在することはない。た

だし、洋上新法施行の段階で、必要に応じて累積的影響に関する協議を行うものとする。 
 

表 2.2-5 事業実施想定区域周囲における他事業 
事業名 事業者名 発電所出力 備考 

1 岩城風力発電所 由利本荘市 
750kw 

(750kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 14 年 11 月 

2 西目ウインドファーム 株式会社ユーラスエナジー西目 
30,000kw 

(2,000kw×15 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 16 年 11 月 

3 西目風力発電所 富士グリーンパワー株式会社 
1,850kw(1,250kw×1 基、

600kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 17 年 3月 

4 秋田国見山第一風力発電所 くろしお風力発電株式会社 
9,950kw 

(1,990kw×5 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 25 年 2月 

5 秋田・西目風力発電所 株式会社ウイネット西目 
1,250kw 

(1,250kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 25 年 6月 

6 本荘港風力発電所 羽後風力発電株式会社 
1,990kw 

(1,990kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 25 年 12 月 

7 秋田国見山第二風力発電所 秋田国見山風力発電株式会社 
7,480kw 

(1,870kw×4 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 27 年 3月 

8 秋田下浜風力発電所 羽後風力発電株式会社 
7,480kw 

(1,870kw×4 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 27 年 10 月 

9 
ユーラス由利高原ウインドフ

ァーム 
株式会社ユーラス由利高原風力 

51,000kw 

(3,000kw×17 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 27 年 12 月 

10 コープ東北羽川風力発電所 
コープ東北グリーンエネルギー株

式会社 

7,485kw 

(2,495kw×3 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 28 年 11 月 

11 ＪＲ秋田下浜風力発電所 東日本旅客鉄道株式会社 
1,990kw 

(1,990kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 28 年 12 月 

12 由利本荘海岸風力発電所 株式会社ジェイウインド 
16,100kw 

(2,300kw×7 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 29 年 1月 

13 岩城勝手風力発電所 株式会社いわき風力 
1,998kw 

(1,998kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 29 年 3月 

14 松ヶ崎風力発電所 株式会社いわき風力 
1,998kw 

(1,998kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：平成 30 年 3月 

15 由利本荘第一風力発電所 株式会社由利本荘ウィンドパワー 
1,990kw 

(1,990kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：令和元年 10 月 

16 由利本荘第二風力発電所 株式会社由利本荘ウィンドパワー 
1,990kw 

(1,990kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：令和元年 10 月 

17 由利本荘第三風力発電所 株式会社由利本荘ウィンドパワー 
1,990kw 

(1,990kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：令和元年 10 月 

18 浜三川風力発電所 株式会社ヤマガタ 
1,990kw 

(1,990kw×1 基) 

・稼働中 

・運転開始：令和元年 11 月 

19 
由利大内ウィンドファーム風

力発電事業 

ＪＲ東日本エネルギー開発株式会

社 
最大 42,000kw ・環境影響評価手続き完了 

20 
（仮称）秋田県由利本荘市沖

洋上風力発電事業 
秋田由利本荘洋上風力合同会社 

最大 1,000,000kw 

最大 140 基 
・環境影響評価手続き中(準備書) 

21 （仮称）笹森山風力発電事業 
株式会社ユーラスエナジーホール

ディングス 

最大 50,000kw(2,000kw～

4,000kw 級×20 基) 
・環境影響評価手続き中(方法書) 

22 
（仮称）秋田中央海域洋上風

力発電事業 

株式会社ウェンティ・ジャパン 

エコ・パワー株式会社 

三菱商事パワー株式会社 

最大 500,000kw ・環境影響評価手続き中(配慮書) 

23 
（仮称）秋田県由利本荘市沖

における洋上風力発電事業 

中部電力株式会社 

三菱商事パワー株式会社 

株式会社ウェンティ・ジャパン 

最大 840,000kw ・環境影響評価手続き中(配慮書) 

「環境アセスメント環境基礎情報データベース」(環境省 HP、閲覧：令和 2年 6月) 

「環境影響評価情報支援ネットワーク」(環境省 HP、閲覧：令和 2年 6月) 

「風力発電の導入状況(2020 年 5月 7日現在)」(秋田県 HP、閲覧：令和 2年 6月) 

「秋田県の環境アセスメント情報【法対象事業】」(秋田県 HP、閲覧：令和 2年 6月)     より作成 
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図 2.2-8 事業実施想定区域周囲における他事業 
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